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1.は じめに

戦後の小学校 カ リキュラムの歴史において、低学年の社会科 ・理科が廃止 され生活科 という

教科 が設定 されたのは、画期的なこ とで ある。生活科設定の動 きは昭和40年 代か らあった。そ

して、第5次 学習指導要領で は低学年における合科的な指導が従来以上 に推進 され、生活科誕

生 に向けて徐 々に条件が整 え られて きた。生活科 の設置 につ いては賛否両論が展開 されたが、

平成元年 には第6次 学習指導要領が告示 され、移行期 間を経て平成4年 度 か ら全面実施に移さ

れ、本格的 にスター トした。明治以来120年 にお よぶ公教育制度の中での小学校 カ リキュラム史

上、生活科 は初 めての試み といって よい。 その点で、生活科が学校現場で どの ように定着 した

か、 また、学校現場が この新 しい教科 にどの ように対応 したかは、注 目されるところである。

本研究では、事例研究の方法 を とり、平成4年6月 お よび平成7年9月 に行 った調査研究に

基づ いて、学習指導要領が実施 に移 されるまでの準備 ・移行段階(平 成1・2・3年 度)、 全面

実施 当初 の段階(平 成4年 度)、 実施4年 目の段階(平 成7年 度)に おけ る生活科の授業展開の

実態に触れ、生活科が学校現場に浸透 し定着が はか られ る過程 を明 らかにす ることをねらいと

している。 さらに、生活科の定着過程 において、 どの ような要因がプ ラスあるいはマイナスの

作用 を及ぼ しているのかを検討す る。

対象事例は、主 に学校規模 ・環境 ・校風の点で比較的類似 している とい う理由から埼玉県浦

和市立A小 学校 と東京都板橋 区立B小 学校 とした。調査 は面接法 によ り実施 し、両校の教諭(A

校a教 諭/B校b教 諭)と 両校 を管轄下 にお く都道府県 および市区町村の教育委員会生活科担

当指導主事 に協 力を得た。

2.教 育行政の取組

(1>準 備 ・移行段階

①文部省 の取組

実施 にいた る準備の段階 と して、昭和46年6月11日 の 中央教育審議会答 申で 「とくにその低

学年 においては、知性 ・情操 ・意志および身体 の総合的 な教 育訓練 に より生活および学習の基

礎的な態度 ・能力を育てることが たいせ つであるから、 これ までの教科 の区分にとらわれず、

児童の発達段階 に即 した教育課程の構成 の しかたにつ いて再検 討す る必要が ある」1)というこ

とが示 された。生活科 設置 に対 しては、社会認識 を育て る社会科 ・自然認識 を育てる理科 を低

学年 において も存置すべ きだ として 日教組 による反対があったが、文部省は生活科 を設ける方

針 を固め た。臨時教育審議会第2次 答申(昭 和61年4月23日)で は 「小学校低学年の児童は、

発達段 階的 には思考や感情が未分化 の段 階にある」2)という理 由で 「小学校低学年においては…

社会 ・理科 などを中心 として、教科の総合化 を進め る」3)とい う方針が示 され、 この方針の もと

に翌年12月24日 、教 育課程審議会は次の ような趣 旨に基づ いて生活科 を設置することを内容と

した答申 を文部大 臣に提 出 した。生活科 は 「○直接体験 を重視す る,○ 児童 を取 り巻 く社会環

境や 自然環境 との関 わ りに関心 をもつ,○ 自分 自身や 自分の生活 につ いて考 える,○ 生活上必

要な習慣や技能 を身 につ ける,と い う4つ の視 点 をお さえ るこ とによって 自立への基礎 を養
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う」4)ことを究極的な 目標 としている。つ ま り、生活科 は社会生活 に関す る事項 を具体的な活動

や体験 を通 して学習 させ 自立 を促す教科 として小学校 カ リキュラムに位置づ け られ、設置 され

ることになったのである。生活科 の新設は平成元年3月15日 の学習指導要領の告示 により法令

化 された。

文部省 は、生活科の趣 旨 と定着 を図 るため、生活科 実施推進事業 を行った。この事業 として、

各都道府県 レベルの生活科実施推進会議 を設けて地域の実態 に応 じた生活科の円滑 な実施方策

について検討 させ る とともに、昭和63年 度 には全国51校 に生活科研究推進校 の委嘱 を行 った。

また、生活科の趣 旨の徹底 を図 るため に、教育課程P習 会等 を開催 し、 さらに指導計画 と学習

指導についての指導資料 の作成 も進 めた。移行期 間中の授業 については 「平成4年 度に第3学

年 にな る児童は生活科 を学習 してい るこ とを前提 に学習が進め られ るこ とにな っている・…そ

こで、移行期 間中は、社会科 お よび理科の内容 を大幅 に削減 し、同時に生活科の内容 を一部加

えることがで きるようにす る とともに、この2つ の教科 について合科的な指導 を推進す る」5)よ

う改善 を求 めてい る。

さて、事例 として取 り上 げたA・B校 に関連 しでは、埼玉県浦和市立N小 学校が昭和63・ 平

成元・2年 度文部省指定生活科研究推進校、3年 塵1ζ部省指定生活科 実施推進協力校 となった。

N校 は準備 ・移行段階か ら全面実施段 階に至るまでの同県内における指導 的 ・中心的役割 を果

た し、A校 の生活科 の定着過程 に大 きな影響 を与 えた。一方、B校 の場合では・大 田区立M小

学校 と杉並 区立S小 学校が63年 度か ら3年 間にわた り文部省生活科推進協力校 として公開研究

授業 を実践 し生活科導入への地均 しを したが、B校 の生活科の導入 に直接的な影響 を及ぼすに

は至 らなかった。

②教育委員会の対応

生活科設置の方針が国 レベル で決 まったのに対 し、A校 に関連 しては、埼玉県教育委員会 で

は全国 に先駆 けて昭和63年 度 に生活科専任指導主事 を任命 した。専任 の指導主事 を置いたこ と

は、漸進的取 り組みの きっか けとなった。 また、同年、生活科推進研究委員会(教 員に委嘱)

を設置 し、各学校低学年全学級対象 に作成 した冊子 を毎年4月 に配布す るとともに・生活科講

習会 も開催 した。冊子の表題 については、平成元年度 「生活科 ・研修 資料」、2年 度 「生活科 を

つ くる」、3年 度 「生活科の授業 をつ くる」、4年 度 「児童理解 にたつ評価 と指導」であ る・ さ

らに、同教育委員会 では、平成4年 度以降、生活科番組 を放送 してい る。

区市町村 レベルにおいては、浦和市教育委員会 は県教委に準 じて、昭和63年 度以降、生活科

研究委員 を任命 し、同委員が作成 した冊子 を毎年3月 に各学校 に配布す るとともに・生活科説

明会 お よび講習会 を開催 した。冊子の表題 については、平成元年度「1年 生の年間指導計画例」・

2年 度 「2年 生の年間指導計画例」・3年 度 「指導のための指導集」・4年 度 「評価資料」であ

り、その内容は県教委の作成 した冊子に対応 したもの となっている。 また、昭和63年 度か ら生

活科の冊子説明会及び講習会 を、毎年1・2回 開催 し、各学校 に教 員の参加 を要請 した。 さ ら

に、生活科の授業展開 につ いてのイメー ジを鮮 明にさせ市内教員 の理解 を図 るために・平成元

年 ・2年 度には文部省委嘱校のN小 学校 に6回 の公開授業 を依 頼 し協力を求 めた。 この他・生

活科指導主事 は63年 度 に生活科の趣 旨の徹底 を図 るために、「生活科パ ンフレッ ト」(B4サ イ

ズ1枚)を 市内全教員 に配布 した。

B校 に関連 しては、東京都教育委員会で は昭和62年 度に小学校教育開発委員会 「研究課題部」

(平成3年 度 よ り 「生活科部会」 と名称変更)が 発足 した。 また、同年、生活科指導資料作成

委員会 を設置 し、毎年冊子 を作成 ・配布(各 学校7冊)し ている。冊子の表題 は、昭和63年 度

「第1集 基礎編」、平成元年度 「第2集 指導計画編」、2年 度 「第3集 実践編1学 年」、
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3年 度 「第4集 実践編2学 年」、4-5年度 「評価」である。

区市町村 レベルの板駆 鞘 委員会は・都教委の場合に1年 遅れた平成元年厨 こ生活科指導

酬 作成委員会 を発足させ・冊子を作成 ・配布 した・冊子の表題は、平成2年 劇 生活科鱒
計画」「生活科の授業実践」、3年 度 「生活科の授業の工夫」である。

3.学 校現場の対応

(1)移 行段階

ここでは・平成元年度 か ら3年 度 までの移行期 間におけるA・B両 校 の実践 を比較 し
、学校

現場は生活科 の導入に対 して具体的にどう対応 したか、 その導入過程 を検 討す ることにす る。①
研究組織

都道府県及び区市町村 レベルの教育行政側 の取組の もと、学校組織の対応 と して、A校 で は、
平成元年度 に生活科 部会(生 活科主任 を含 む各学年1名 で構城)を 設置 した

。同校 の校 内研修
は社会科 を取 り上げて積極 的に研修 を深 めていたが、平成元年度か らは生活科 も加 え、3月 に

は生活科 授業研究会 を自主的 に開催 した・平成2・3年 度は市教 委研究委嘱校 とな り
、前年度

よ り引 き続 き生活科授業 を公開 した。同校の特色 にふれてお くと、校地 は広 く自然環境 に恵 ま

れ・児童が活動するのに充分 な面積 の学校 園を管理 してお り、生活科 を実施 してい く上 での環

境 ・設備があ る程 度整 え られていた。

B校 の場合 は・生活科部会(生 活科主任 を含む低学年各1名 で構成)を 設置 したの は平成3年

度であった。校 内研修 では従来、教科 を変更 しなが ら 「自ら学び とる子の指導法 の研究」 に取

り組んで きたが、平成 ユ ・2・3年 度 は理科 と生活科 をとりあげ、毎年2回 、校 内で生活科授

業 を公開 した。同校 は、都 区内ではあるが比較 的 自然環境 に恵 まれた地域 に位置 してい るが
、

生活科 を実施 してい くための教材 園等施設 ・設備の整備 は行 われていなか った
。

②管理職 との関係

平成4年 度の教員数はA校26名 ・B校25名 とほぼ同数であ り、年齢構成 も類似 し、教員相互
の人間関係 も良好である とい う点で共通性 が見 られ た。

管理職 レベルの対応 として、A校 の校長 は生活科 主任が頻繁 に授業研究会へ 出張することを

積極的 に容認 した。 また、同校 長は動物 に関する知識が豊富で、平成2年 度 には自力で教材用

飼育小屋 を建て る等生活科のための環境整備 に意欲的である とともに
、第1学 年生活科 「うさ

ぎとあそぼ う」の単元では自らが授業 を行 い、授業実践 に も積極的に協力 した。 さらに、校 長
が学校便 りを通 して保護者に生活科の趣 旨 ・内容 についての説明 を行 うなど

、管理職 と教 員相

互の関係 は密接であった。

B校 では、校 内研修 で生活科 を取 り上 げている ものの
、全体的 に教 員サ イ ドも管理職サ イ ド

も共 に生活科 に強 い関心 を示す傾向は見 られず、管理職 か らの指導 ・助言は特 に無かった。管

理職の1人 は 「生活科 は長続 きしないだろ う」 としば しば傍観的 に個 人的見解 を述べ ていた
。

③ カ リキュラム上の位置づ け

A校 での生活科 の授業 は平成元年度か ら開始 されたが、時間割 り上 は、社会科 ・理科 で編成

されていた。 しか し翌2年 度か らは生活科 を実質的教科 として独立 させ
、本格的 な実施 となっ

た。同年 の年間指導計画 は、市教 委か ら出 された指導計画例 を参考 に して作成 した ものであ
っ

たが・実践後 に反省会 を持ち・年間指導計画は指導過程 の中で常に修 正 ・作成 が繰 り返 された。
その結果、平成3年 度の生活科年 間指導計画は、A校 独 自の単元一覧表 ・週配当時間数 ・活動

内容の計画が非常に厳 密に立て られている。

これ に対 してB校 では、平成3年 度の段階では生活科の年間指導計画は組 まれていなかった
。
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社会科 と理科 で扱 われ る単元 内容 と類似 している生活科の単元 を幾つか取 り上 げ、 それ を生活

科 と して実施す る程度で あ り、試行的な ものであった。以前 との違いは、児童の要望 を生か し

て、体験の機会 を多 くしたことで あった。

④授業 の実態

A校 では、 これ まで、社会科の授業 の中にごっこ活動や体験学習 を積極 的に取 り入れて きた

ため、生活科 に対す る児童の戸惑 いや抵抗 は無か った ようである。 ある単元につ いて児童 に自

己評価 をさせ た場合、「たの しか った」「や りがいがあった」の項 目で全員が 「◎」 をつ けてお

り、児童は生活科 に強い興味 を寄せてい ることが明 らかになった。一方、教 師サ イ ドは多 くの

反省や課題 を抱 えていた。例 えば、 当初 は生活科 と従来の社会科及び理科 との違 いを理解で き

ず 「生活科 は児童が活動 する教科」で あると捉 えていたが、3年 間の実践 を通 して 「生活科 は

学び方 を学ぶ教科」で あるとい う共通理解 を得 て きた。 しか し、児童の活動 ・体験 したことの

結果 を表現 させ る方法 お よび評価 の方法、 内容の精選等、次 々に新 たな問題点が生 じて きてい

た。

B校 では、児童に対 して 「生活科」 についての説明は一切行 わなかった。 しか し、生活科 の

単元の授業 では、児童の要望 を多 く取 り入れ自発性 を尊重す るように努め、動機付 けや展開 を

特に工夫 したため、大半の児童 は課題 に対 して意欲的であった。

⑤保護者 との関係

A校 で は、保護者 と教員の相互理解が図れるように以前か ら努力 してきた。生活科 に関 して

は、平成2年 度の入学式 当日の段階で、すでに簡単な説明会 を行 い、生活科授業の資料 と して

活用す るために、入学式 を迎えた子 どもに対す る手紙 を書 くことを保護者 に要請 してい る。 そ

の後 も、懇談会や学年便 りを通 して、活動内容 についての連絡を頻繁 に行 っていた。A校 では

保護者 の協力 を要請す る場合が多 く、保護者 が授業 に参加 し一定 の役割 を果 たす単元が多 く組

まれていたが、寧 ろ喜んで積極的 に参加 していたようであ る。

B校 では特別 な説明会 は実施 していない。ただ し、授業 で生活科の単元 を扱 う場合のみに、

移行期にあることを知 らせ る文書 を保護者 に配布 し、理解 を求めた。

⑥評価の仕方

A校 の通知表 の評価 につ いては、相対評価は行わずに 「社会科 ・理科(生 活科)」 の所見欄 を

設けて記述す る形式の もので あ り、特 に児童の変容が見 られた点についてプ ラス評価 を行 って

いた。 しか し、指導要録 にっ いては社会科 ・理科 として3段 階の評定 と観点別評価 を記入 しな

ければならないので、 そのため に学年末にテス トを実施 した。

B校 で は、生活科 として実践 した単元 につ いて も、社会科 ・理科 として改めて内容 を取 り上

げ学習 させ た うえでテス トを行 った。最終的 に、生活科 としての扱い と社会科 ・理科 としての

扱い を総合 して、社会科 ・理科の教科で観点別3段 階評価 を した。

(2)全 面実施 当初の段階における諸問題

①地教 委および管理職の指導 をめ ぐる問題

地教委 とA校 との関係 は円滑で あった。それは、A校 では生活科への取組が積極的であ り、

また地教委 と緊密 な連携 を とる意欲的な教師が存在 したか らである。 さらに、地教委の指導主

事 をは じめ生活科 に関す る指導者が、概 して生活科 の授業 に豊かな授業経験 を持 ち、学校現場

に対 して適切 な指導 を行 うことがで きたためである。一方、B校 の場合 は、区教 委側 に現場が

指導 を求 めてい る事項 に対 して有効 ・適切 に対応で きる人材が不足 していた。この欠陥をカバー

す るため、学校側が独 自に企画 して適 当な指導者 を招 き、研修会 を開催 した。 しか し、指導者

によって指導す る内容 に相違が見 られ、現場の教師が戸惑 うことが しば しばあった。
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管理職 と教員の人間関係 については、両校 とも良好であ り、教師の裁量 を生かせ る雰囲気が

あった。生活科 は学年単位 の合同授業 を行 うことが多 くなるため、学年一斉に歩調 を合わせ る

程度の 「画一性」はあって も、授業 に関 して管理職や地教 委か ら画一的 に強制 され るこ とはな

い。特 にA校 では、生活科で は学年 ・低学年単位で授業計画を立て るため、一人一人の教師が

独 自の授業 をす るというこ とは無 かった。そのため、教師間の役割分担が必要であ り、リーダー

シップ をとる人の役割が重要 となっていた。

②時間 をめ ぐる問題

「教材研究のための時間」「授業 時間数」とい う時間をめ ぐる問題が、両校共通の深刻な問題

であった。

両校共 に、教材研究に費やす時間の最 も多 くの割合 を生活科 が占めてお り、校 内研修や学年

会の時間 はもちろん、休憩時間 も利用 して話 し合 いが持 たれていた。勤務時間内に教材 の準備

がで きないこ とも頻繁 であ り、A校 では、担 当教員が休 日に出勤 して、授業で利用す る学校 園

の整備 にあたる場合 もあった。

授業時間数の不足 も、両校 にとって重要 な問題 となっていた。A校 では生活科の授業実践 は

すでに4年 目を迎 え、標準時間数内で消化で きるように内容精選 を繰 り返 し年間指導計画の修

正が加 えられていた ものの、授業時間数 は不足 していた。そ こで さらに内容 を精 選す る必要が

生 じていたが、児童 に多様 な活動 をさせたい という教 師の意欲が強 く、それが困難な状態 にあっ

た。B校 で も授業時間数の不足 は深刻であった。平成4年 度か ら生活科 の本格的な実施 に入 っ

たB校 の年間指導計画は、区教委が参考例 として示 してい るものに従 っているにす ぎず、単元

名 と配当時間数が記載 されてい るだけの もので あった。 この ような年間指導計画の もとで、作

業 を伴 う授業 では時間 を延長することが多 く、そのため製作的な内容の場合 は図工の時間をあ

ててお り、本来の図工が犠牲 になっていた。 さらに、他 の教科 の授業 を割 いて も足 りない場合

は宿題 とな るこ ともあった。B校 では生活科の実施時間数が配当時間数 を大幅に超 過 している

とい う問題 をかか え、綿密な学校独 自の年間指導計画 を作成す ることが、低学年担当者 に とっ

て重大 な課題 とな っていた。 しか し、内容精選 の具体的 な方策 について研修会の講師に質問 し

て も適切な回答が得 られず、担当教員 は解決の糸 口をつかむこ とがで きず困惑 してい るようで

あった。

③児童お よび保護者の反応 をめ ぐる問題

A校 では、国語や道徳及び特別活動な どと関わ りなが ら、生活科がめ ざす理想の児童像 に向

かって児童が変容 しつつあることを多 くの教員が指摘 していた。 また、公 開授業 を毎年参観 し

ている他校の教員 か ら、表現 力 ・認識力 ・思考力が伸びているという感想が述べ られている。

しか し、既 に生活科 の授業 を受 けて きた3年 生(平 成4年 度)に つ いてみ る と、体験 を取 り入

れた授業 に対 しては意欲的だが、教室 内での話 し合 い活動 にな ると消極的 にな りがちであると

い うことが指摘 され、生活科 導入前の児童 と比較 して、多様 な思考が展開 され る反面、集中力・

根気 ・探究心が乏 しくなる傾 向がみ られ る。B校 で も同様 に、児童の大半 は課題 に対 して意欲

的であ り、実際に体 を動かす活動場面では積極 的であ るが、気付いたこ とや考 えた ことを文章

に書 き表 した り発言するな どの表現 力に個人差がみ られ た。

保護者の反応 は、両校 ともに生活科 に対 して肯定的で あ り、協力を要請すれば好意的 に応 じ

て くれる。特 にA校 においては、保護者の間で も生活科 が定着 し、積極 的に協力す る態度が形

成 されている。 この ような生活科の定着 に伴 い、学校教 育で は知識 を教 え込む ことよ りも活動

や体験 を重視 した方が よい という考 え方の保護 者が増 えている反面、学 力の点で不安 を持 って

きた者 もい ることは否定で きない。現に、生活科 の参考書 ・問題集 を購入 して家庭学習 させて
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い る保護者 も少 な くない。 また、塾 に通 う低学年の児童が増加す る傾向にあった。

④評価 をめ ぐる問題

平成3年 の新指導要録 では生活科 の評価 につ いて 「学習指導要領 に示す 目標 に照 らして、そ

の実現 の状況 を観点 ごとに評価 し、A・B・Cの 記号によ り記入す る」6)と 示 されているが、

A校 では、設定 した評価規準 に沿 って児童 に働 きかけ ることは、生活科本来 の教育 目標 を損な

うこ とにな りは しないか という疑問点が出されていた。生活科 の授業で重要なこ とは児童の活

動 を観 察 し援助することであるので、「関心 ・意欲 ・態度」「思考 ・表現」「気付 き」 という観点

に振 り分 けて、 これ を3段 階で評価す ることには教員側 に抵抗があった。通知表 については、

移行期間の場合 と同 じである。

B校 の場合 は、当面の指導実践や単元構成 を考i....ることに重 きを置 いてお り、評価 に対す る

意識 は希薄 であった。通知表の記述様 式 ・項 目は1二もに、指導要録の3観 点に準拠 した もの と

なってお り、 これは新指導要録 をかな り意識 したこ とに よると思われる。 また、通知表で も観

点別 による到達度評価 を行 ってい るため、学級 間の差異が生 じない ように各段階の人数配分 を

概 ね決めていた。

⑤1・2学 年の担任 をめ ぐる問題

A校 において は雑談の中で、低学年 を担任 した くない とい う話が持 ち上が ることがあった。

それは、生活科 をどう指導 すれば よいのかわか らないか らとい うのが理由である。逆に、1度

生活科の授業 を経験 した教 員は再 び低学年 を希望す るケースが殆 どであった。 また、生活科 を

担 当 したことの ある教員 とその他の教員の問で、この教科への子 どもの取組 をみ る視点に差 が

生 じていた。

B校 で は、生活科 があるか らという理 由で、低学年の担任 を敬遠す るような傾向はなかった。

それは、同校 は従来 か ら低 ・中 ・高学年 ごとに担任がほぼ固定化 してお り、 さらに、1・2学

年担任以外で生活科 に関心 を示す者が殆 どいなか ったためであ るように思 われ る。

(3)実 施4年 目における状況

平成7年 度は生活科 が全面実施 されてか ら4年 目を迎 える。実施当初の段階の諸問題 はいか

に改善が図 られたのか。あ るいは手つかずの まま7'。現時点での実態 を把握す るこ とを通 して、

学校現場 におけ る生活科の定着 ・浸透の状況 を検 討す る。

①研究組織 と運営

学校現場では、生活科 に関す る教員の関心は もはや希薄 とな り、生活科 の研究 を深めてい く

ための研修の場は設定 されていない。全面実施の初年度 まで は両校 とも校 内研修で生活科 を取

り上 げていたが、翌年度はそれぞれ教科 を変更 した。現在A校 では算数 と道徳、B校 では区奨

励校 として体育の研修 を行 ってい るため、教員間の共通話題 として生活科 が登場す ることはな

いようである。

この ように生活科の研究に重点が置かれな くなって きた理 由と して、次の3点 を指摘 で きよ

う。 まず、地教委 の指導の在 り方の変化 である。地教委では、移行段階に実施 して きたような

生活科の推進 を図 るための資料の配付 ・講習会 の開催 は行っていない。地教委 の生活科 に関す

る指導 は、他の教科 ・領域 と同 レベルで位置づ け られている。第2は 、管理職 の対応の変化で

ある。人事移動 によ り両校 の管理職 は全て入れ代 わった。その結果、B校 で は管理職 と教職員

の人間関係 に歪みが生 じてお り、教員の裁量 は狭 め られてい る。現在、同校が体育の奨励校 と

なっているのは校 長の強固な要請があったためであ り、校 内研修会 における校 長の指導 は体育

に関す る事項 についてのみである。第3は 、生活科 は 「新教科」でな くなったか らである。移

行期間 を含めて既 に7年 が経過 してお り、その歳 月は、教員に生活科 は 「当然 」定着 したもの
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という鰍 を与 えている・ もはや生1舌科 は教師 に とって当面す る課題 で1まな く
、学校現場 には

新たな課題が次々 と出 されてい る。

校務分掌上の生活科部会 は・両校 とも低学年スタッフ全員が所属 する とい うように構 成員の

変更が行 われていた。生活科部会 の活動内容 は、他教科 ・領域の部会 と全 く同 じである
。②

授業 の実態 と児童の変容

実施 当初 の段階において・すでに両校の授業実践 には大き な差異が見 られたが
、現段階では

その差が ます ます拡大 されてい る。

まず・指導計画 についての質的量的差異である。A校 で は実施以降常に指導計画の見直 しが

行 われ・年間指導計画 は綿密 に立 て られ、教師用マニ ュアル本 としての機 能 を備 えた もの となっ

ている。同指導計画は単元一覧表 ・指導要領 の内容 との関連 ・配当時間が示 され
、移行期間の

もの と形式的 には同 じであるが・単元 の統合が行われ内容面 に変更が見 られた
。 さらに全単元

について・ 目標 を明確化 し・それぞれ小単元名 ・主 な活動 ・評価観 点 ・実施時数 を示 した詳細

な指導計画が整 え られている・ その分量はB4版11枚 となっている.こ れ1こ対 してB校 の年間

指導計 画は、B4版1枚 にまとめ られた一覧表的 なものであ る。それは、全面実施 にあた り、
区教委 および他校 の指導計画例 を部分的に引用 し寄せ集めて作成 した ものであ り

、 それ以降 も

修正が加 えられていない。つ ま り、指導計画が授業で活用 された形跡 はな く、B校 独 自の もの
が作成 されているとは言い難 い状態である。

次 に、時間をめ ぐる問題で ある。これは実施 当初 の段階では両校共通の最重要課題 であった
。

標準時数の大幅 な超過 とい う問題 に対 して、A校 では先述 したように内容の精選 を行い指導計

画 を作成 した結果、 この問題 は解決 した。 しか し、配 当され た時間数内で展開 され る児童の活

動内容の検討 を通 して、これだけの活動では生活科が本来ね らい とす る目標 に達す るこ とはで

きないのではないか とい う新 たな疑 問が生 じている。B校 は、実施 当初の段階 と対局的な問題

が生 じていた。つ ま り・学校行事等 による授業時数の不足 を
、生活科の削減 によって解消 して

いる。生活科 は 「いわゆる主要教科で もな く校 内研修で取 り上 げ られている教科で もな く
、た

だ児童が遊んでいるにす ぎない教科である」 という教科観 に基づ き
、軽視 されている。

第3は ・児童の反応 ・変容につ いてである。 しか し、ここでは両校の教員間に若干の共通点

も見 られた。それは、児童は他教科 と比較 して生活科 に対 して極めて意欲的であるが
、「知識.

理解」面 におけ る基礎的基本的事項 を身につけていない児童が増加す る傾向 にある とい うこと

である。生活科設置の賛否 をめ ぐる論争の 中で、生活科 で社会認識や 自然認識 を育て ることが

で きるのか ということが論点の1つ であったが、 これ につ いて両校の教員 は、論理的思考 がで

きない児童が増加(A校)し 科学的認識が育っていない(B校)と い う実態をあげている
。 さ

らに、生活科 のマイナスの影響 として、中 ・高学年 になった場合、 自分 の興味のあることには

大変意欲 を持 つが、反対 に興味のない課題 に対 しては関心を示そ うとしない児童 も増加 して き

た。 また、 自分の希望す ることを明確 に し自ら問題設定で きる力をつけてきた反面
、教師の意

図す る目標 とかけ離れ た課題 を設定す る児童 も存在 し、個 に応 じた指導 とい う観 点か らどのよ

うに対応す るのか新 たな問題 が生 じている。プ ラスの影響 と して
、A校 では児童の表現 力の高

まりを指摘 してい る。「物事 をよ く観 る」機会 を多 くしたことによって
、事象 に対 して 自発的 に

係 わることがで きたか らではないか と教員 はその原因を分析 していた。

③施設お よび環境の整備

A校 は、平成7年 文部省刊行の 『生活科 のための施設 ・環境づ くり』7)の 中で望 ましい施設 ・

設備の整 えられた学校 として紹介 されている。A校 が 「望 ま しい学校 」 と成 りえたのは
、従来

からある施 設 ・設備が どう活用で きるか点検 ・吟味 ・検 討 され
、これ まで使用 されないで放置
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されていた ものがA校 を特色付 ける固有の施設 として整備 ・充実 された ことによるためであ る。

例 えば、体 育館裏手のプ ール脇 のデ ッ ドスペース に溝 を掘 って造った「流水園」、築山、飼育小

屋、学校園等が整備 されている。 第2は 、生活科 に関す る教員の意識 を高め、全教員の協 力体

制 を整 えたこ とによる ものである。例 えば、昭和63年 度の段階か ら計画的に備品 ・消耗品 を購

入す るとともに、流水園等施設の整備 に全教職員で取 り組んで きた。 そのため・低学年担 当以

外の教員 も生活科 に関心が向 き諮 目乗効果 を生 んだ.一 方・B校 で は・平成4年 度に飼 育小屋

の修繕 お よび空 き教 室 を利用 した生1舌科ルームの設置を行 っただけで・それ以後・新設 ●盤

された ものはない。

④地域お よび家庭 との連携

生活科授業 の関連 と して、地域社会 と係わ る場面は殆 どないようで ある・A校 では 「昔 か ら

の遊び をしよう」の単元で 「遊びの名人」といわれ る地域の人 を講師に招いた り・「サラダパ ー

ティを しよう」の小単元において商店街 に買 い物 に行 った りする程度である・B校 で も 「遊ぶ

もの を作 ろう」の単元 において、地域 の年輩者 に昔遊び を教わ るとい う活動 を組 んでいた。 し

か し、現校 長が地域の人 を講師 として学校 に招 いた り校 外活動に出か けた りすることに否定的

で、生活科の活動範囲 は校 内にとどめた方が よい とす る見解の持 ち主であるため、そ うした計

画は実施 で きな くなった。

保護者 との係わ り方 に も変化がみ られる。A校 では意図的 に保護者 との係 わ り方を変 えてい

る。同校の保護者の間ではすでに生活科 は定着 してい るため、.移行期 と比較す る と家庭への連

絡および協力依頼 は減 少 している。保護者が一定の役割 を果 たす活動 を組み入れた単元 は現段

階 も計画 されているが、その回数や参加人数を縮小 させ てい る。一方、保護者側 も協力的では

あるが、以前 ほ ど興昧 ・関心 を示す ことはない ようで ある。B校 では、PTA活 動がスムーズ

に運営で きないほ ど管理職 と保護者 との間 は険悪な状態 にあ り・生活科の授業実践 に保護者の

参加 を求 め ることは一切 ない。 また、生活科の 目標 とする 「自立への基礎 を養 う」ため には家

庭教育 も重要で あるとの考えか ら、教員が学年通信な ど文書 で、授業活動の深化 を図 るために

家庭 で も生活科の課題 に取 り組む よう求めたが、保護者か らは協力が得 られず、中には拒否す

る者 もあった。

4.定 着過程の諸問題

(1)定 着 にかかわ る要因一 何 が促進要因か

生活科の移行段階、全面実施 当初の段 階、実施4年 目の段階におけるA校 とB校 の対応 を把

握 してきた。全面実施か ら3か 月を経た時点 において、両校共通の問題 は・時間の確保 ●教科

書の活用の方法 ・地域の特色 を生か した教材開発 ・他教科領域 との関連であったが、この他に

両校それぞれ固有の間題 もかかえていた。現段階では、それ らの諸問題 は・ ある点では解決 さ

れ、 ある点では置 き去 りにされ、 ある点で はさらに新 たな問題 を生 じ,生 活科 を推進 してい く

うえでの両校の取組 には、 ます ます差異が拡大 してい る。では、生活科 の定着 を促進す る要因

は伺 であろうか。両校の これ までの経過 を振 り返 ってみ ると、炊 の ような5つ の要因 を指摘す

ることがで きる。

第1は 、都道府県 レベル ・区市町村 レベルにおける行政側の対応の仕方である・生活科 の定

着の過程 における両校 の最 も大 きな違 いは、A校 の場合、全面案施の開始段階で、学校 ・保護

者.地 域 における生活科 の定着が既 にかな り進んでいた とい う点である。 これは生活科 に関心

を痔 った教員が存在 したこ とにもよるが、地教委側での生活科の定着 を図 る取組 が迅速かつ強

力であったこ とに よる ところが特 に大 きいように思われ る。A校 の属 する埼玉県では・教育課
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程 審議会 が生活科設置の答 申を示 した僅か3か 月後 に、県教 育 当局が生活科 専門の指導主事を

任命 してお り、さらに、新学習指導要領告示以前か ら県 ・市 レベルで生活科 についての説明会 ・

講習会 を教員 に対 して頻繁 に開催 していた。 その上、国 ・県 ・市 レベル の三者のかかわ りが密

接 であった。文部省生活科研究委嘱校が地教委か らの要請をうけ、昭和63年 度以降、県内 ・市

内の教員に対 して研究授業 を公開 し、毎回約1500名 の教員の参加を得た。 その結果、多 くの教

員が実施段 階以前に、生活科 のイメー ジを具体的 につかむこ とがで きていた。 この ような地教

委の取組の もとに、A校 では校 長 と生活科主任が中心 とな り、移行段階か ら全面実施 を したの

である。短期 間で生活科 の定着 が進んだの は、行政主導 による見事 なピラ ミッ ド型の移行体制

によるものであることを指摘 しなければならない。B校 の場合 は、区教委 において現場が要請

するような指導者が存在 しなか った。両校の比較か ら、.生 活科の定着 については地教委の対応

の仕 方が重要 な影響 を及ぼす と言え よう。特 に、区市教委 と学校現場の関わ りが密接であ るか

否かに よって、定着の程度にかな りの差異がみ られ る。 さらに、区市教 委 と学校現場の信頼関

係 も見逃せない。

第2は 、学校の管理職の対応であ る。B校 の場合は、教 員 も管理職 も生活科 に対 して積極的

な態度 を示 さなかった。 そめため、効果的 な ピラミッ ド型の移行体制が形成 されず、移行期間

に実施 の準備が充分 に行われなか った。その結果、実施段階に入 ってか ら、学校独 自に外部か

ら講師 を迎 えて生活科 についての研修会 を開 き、指導方法 を模索す るという状態であ り、理論

的には生活科 の趣 旨を理解 していなが ら、実際 にどの ような指導 をすれ ばよいのか戸惑 う者が

少な くなかった。 さ らに、全面実施2年 目以降か ら、管理職 と教員 ・保護者相互の人間関係 は

極 めて悪化 してお り、 また管理職 は生活科 の推進 に全 く関心 を示 していないため、現段階のB

校 は生活科の実践 に消極的であ り、生活科主任 までが授業改善の意欲 を失 っている。

第3は 、学校 レベルでの イニシアチブ をとる教員の有無であ る。A校 において、地教委か ら

みて模範 的な形で生活科 の定着が図 られたのは、以上の要因 に加えて、生活科主任 が リー ダー

シップ を積極的 にとったか らである。 また、県 ・市指導主事 とA校 生活科主任 との人間関係の

要因 も見逃せ ない ように思われ る。後者 は前者 と共通の児童観や教 育観 を持ち、以前か ら親密

な交流関係 を持 っていた。生活科 は教科 自体の特性か らも、教 師の裁量 が広 く認め られ、実態

としては、教員の取組が積極的か消極的かに よって他教科以上 に授業 展開の方法が異なってい

る。これ らのこ とか ら、生活科 の実践 に意欲的 な教員の存在 を定着の促進要因 として挙 げるこ

とがで きる。

第4は 、教員相互の人間関係 である。A校 の教員 間の人間関係 は密接 かつ円滑で ある。 その

ため生活科 を担 当す る教 員間での役割分担は効果的に行われ た。 また、中 ・高学年担 当教員 も

生活科 と社会科 および理科 との関連 を研究 した り、生活科 に関す る環境整備 を整 える等、全教

員の共通理解 を図 る場が設定 されていた。 これに対 してB校 で は、生活科 を対象 とした校 内研

修が実施 されていた場合 も、理科 または体育 との複数教科 を取 り上 げてお り、生活科 の研究 は

専 ら低学年担当教員のみに割 り当て られ、他の者 は傍観 的で さえあった。 また、担任 制が固定

的で あ り、例 えば今年度の場合、中 ・高学年担任 の中でかつて低学年 を担当 したこ とのある教

員はわずか3名 にす ぎない。 この結果、B校 では生活科 にに関わ る教師は必然的に限定 され、

生 じて くる問題 を解決 する道 は極 めて狭め られ、今や担 当教師 は授業実践 に対 して既 に惰性 に

流 れてお り、改善への意欲 はみ られない。生活科 を定着 させ るには、 この教科は教育課程全体

に関わる性質の ものであ り他教科 ・領域 との有機 的連関 を重視す る必要があ るので、教員全体

の共通理解 を充分 に図 ることが求め られ る。

さらに、都道府県 レベルの教育行政規模 および行政の背後 にある地域の精神的文化的風土が
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生活科 を定着 させ る要因 として大 きなウエイ トを占めてい るように思われる。

(2)問 題点

学習指導要領 に生活科が登場 してか ら7年 が経過 したが、 はた して生活科 は学校現場 に定

着 ・浸透 したのだろうか。 これ までの教育界の動向を振 り返 ると、文部省一地教委か ら新た に

出され る政策や施策 に対 して一般的 に学校現場では抵抗感 を抱 く傾向があ り、生活科の導入の

場合 も例外 ではなかった。新教科の生活科が現場 にスムーズに導入 されるか否かは、以上 に述

べ た5つ の要因が どの ような もので あるかに よるところが大 きい。 しか し、両校 か ら出された

教科書や評価 に関す る問題 に着 目 して考察す ると、生活科が独立 した教科 として教 育課程の 中

に位置づ けられていたこ とが重要な意味 を持つ ように思 われ る。文部省検定教科書の配付、指

導要録 の作成は、現場 に生活科 を定着 させ るための決定的な役割 を果 た している。教師 は授業

の中で教科書 を使用 していない もののその活用の仕方 を今後の課題 としてあげてお り、教科書

は定着過程 において促進要因 として強 く機 能 していた と考 え られる。新指導要録 では生活科 の

場合 も他教科 と同様 に3段 階の観点別評価 を行 うこととしてい るが、生活科の趣 旨か ら判断 し

この評価 のあ り方 をめ ぐって教 員は相対 的評価 を取 り入れ ることに抵抗感 を抱 いているとはい

え、教員の中には評価 に関す る研究 を深 め、新 しい学 力観に基づ く指導要録 の評価規準に沿 っ

た 「観点別評価計 画」の作成準備に努めている者 もいる。教科書 と同様 に指導要録 の評価 のあ

り方 も定着に とって重要な要 因 と言え よう。

現在、学校現場では新 しい学力観 に基づ いて教 育活動 は計画 されている。 自立への基礎 を養

うことを究極 的なね らい とす る生活科 は、 この新 しい学力観 を具現 す るための中核的な教科 と

して位置付 けるこ とがで きるのであ り、生活科 を今 後、学校現場 に定着 ・浸透 してい く必要が

ある。その点では、n回 の事例研究か ら明 らかにされた問題点 をいかに克服す るかが重要 な課

題 である。
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